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マネジメント方式の導入と今後の活用に向けて

平成27年6月19日

～ 震災復興整備事業における実施事例 ～

2015年度 公共調達シンポジウム

第１章 マネジメント方式の導入

はじめに（本資料の構成）

導入実績 ～ 活用領域とパターン化 ～

第２章 設計・施工ＣＭの制度設計

第３章 管理(監理)ＣＭの制度設計

第４章 実施段階における主な業務ツール

第５章 ＣＭ方式の活用が効果的なケース

今後の活用に向けて ～ 制度設計のレビュー等 ～

マネジメント（ＣＭ）方式について
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第１章
マネジメント方式の導入

①復興計画策定等の支援の実施 震災直後から実施

②復興市街地整備事業の実施

③災害公営住宅の建設及び譲渡

被災地の課題

■ 復興まちづくりに携われる人材の不足

■ 大規模工事が大量・同時に発生
・ 被災公共団体の技術者不足により工事発注に支障

・ 復興事業に遅れ

都市機構の強み・実績

■ 住宅建設、復興市街地整備に関する計画策定、
地元調整、事業実施などの総合的な経験

■ 公共事業の発注者としての中立的な立場

■ 大規模な中心市街地整備 ⇒ 都市機構がフルパッケージで事業受託
■ 比較的小規模な復興事業 ⇒ 市町村事業の発注手続きの支援、技術支援

都市機構による支援 ～計画策定から事業実施まで～

国、地方公共団体からＵＲへの要請

復興事業のスピードアップ

震災復興におけるＵＲ都市機構の関わり

マネジメント方式の導入実績（１）

●ＵＲ都市機構がフルパッケージで事業受託
【事業主体】市町村 【発注者】ＵＲ都市機構

※ すべてアットリスク型である。

マネジメント方式の導入実績（２）

●市町村事業の発注手続きの支援、技術支援
【事業主体】市町村 【発注者】市町村 【発注支援】ＵＲ都市機構

土地区画
整理事業

防災集団移転
促進事業

津波復興拠点
整備事業

関連公共施設
整備事業

漁業集落防災
機能強化事業

地域拠点整備
移転元跡地整備

ピュア型

H25.08.16

アットリスク型

H25.09.18

ピュア型

H25.12.20

アットリスク型

H25.12.23

  宮城県気仙沼市
唐桑、本吉の総合支所管
内、本庁管内地区 ○

アットリスク型

H26.07.02

契約日

○

○ ○ ○

地区名

○ ○ ○

  宮城県石巻市
北上、河北、雄勝、牡鹿
の総合支所管内、本庁管
内地区

  岩手県大槌町
浪板、吉里吉里、赤浜、
安渡、小枕・伸松

事業手法

市町村
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用語の説明

【ＣＭ（Construction Management）方式】
米国で多く用いられている建設生産・管理システムの一つであり、コンストラクションマネージャーが、技術的な中立性を保ちつ
つ発注者の側に立って、設計・発注・施工の各段階において、設計の検討や工事発注方式の検討、工程管理、品質管理、コスト管
理などの各種のマネジメント業務の全部または一部を行うものである。米国では、こうした純粋なＣＭ方式を「ピュアＣＭ」と呼
んでいる。発注者が支出する工事費を低減するために、ＣＭＲにマネジメント業務に加えて施工に関するリスクを負わせる場合が
あり、このようなＣＭ方式を「アットリスクＣＭ」と呼んでいる。「アットリスクＣＭ」においても、マネジメント業務の内容そ
のものについては、基本的には「ピュアＣＭ」と同じである。（出典：『ＣＭ方式活用ガイドライン』2002年2月 国土交通省）

【ＣＭＲ及びＣＭｒ】
ＣＭ方式において、チームとして発注者の補助者・代行者の機能を果たすものを「ＣＭＲ」と表記し、ＣＭＲのリーダーとしての
個人を「ＣＭｒ」と表記する。

【ＥＣＩ（Early Contractor Involvement）】 注） 本書に表記があるため、【参考】掲載である。
英国道路庁が発祥元で、コントラクターをより早期に事業参画させ、受注者及び発注者の協働により強力なサプライチェーンを構
築して紛争を回避するとともに、計画段階からそのノウハウ（特にビルダビリティの確認）を取り込むもので、複雑な事業の効率
的計画実現や事業期間の短縮が期待される契約手法である。入札者は、設計コンサルタントと下請け契約を結ぶか、或いは共同企
業体を構成した施工業者となる。近年は、各国・発注機関で様々な形を施した形で採用されているが、早期段階で何らかの形でコ
ントラクターが参画していれば広義のＥＣＩとして用いられている。（出典：『英国道路庁のＥＣＩ契約』2012年7月 東京大学大
学院工学系研究科）

【ＣＭ／ＧＣ（Construction Manager/General Contractor）】 注） 本書に表記があるため、【参考】掲載である。
コントラクターを設計段階で事業に参画させ、受注者及び発注者の協働により強力なサプライチェーンを構築して紛争を回避する
とともに、設計の過程でそのノウハウ（仮設計画や施工性の確認等）を取り込むとともに、工期や工費に関する情報を共有するも
ので、複雑な事業の効率的計画実現や事業期間の短縮が期待される契約手法である。発注者はＣＭ／ＧＣ契約とは別に設計会社と
設計契約を結ぶところが英国道路庁のＥＣＩとは異なる点である。（出典：『米国におけるＣＭ／ＧＣ契約』2014年2月 東京大学
大学院工学系研究科）

【プレコンストラクションサービス】
専門業者契約前の計画初期段階から、施工性・工期やコスト面などを有償で検討すること。

【ファストトラック方式】
全体の設計完了を待たずに、設計の完了した部分から照査を行い順に工事を行う方式のこと。

マネジメント方式導入の背景

■通常の『調査→設計→施工』の流れでは時間的、体制的に困難
・全体の整備計画が未確定、面整備特有の施工に至る迄の膨大な調整が未了、例を見ない大規模土工 等

■発注者業務の一部を代行・補完するマネジメント方式（以下、ＣＭ方式）の導入

【一般的なプロジェクトの実施体制】

○基本計画、設計
・整備計画案の提案
・概算事業費の算定
・施工手順の概略検討
・関連法令整理
・環境評価
・文献管理

〇住民合意形成
・地元説明会資料作成

○詳細設計
・設計計画
・照査計画
・関連法令整理
・基準改定等管理
・設計変更対応

□工事施工
・施工計画
・設計変更対応
・資機材の調達
・工程管理
・品質管理
・安全管理
・下請業者選定
・下請等支払管理

△維持管理受託
・指定管理者
・ＰＦＩ
・ＰＰＰ

計画・調整・調達 設計・工事発注 施工 維持管理

◇基本計画、設計
・整備方針
・概算事業費
・完成時期決定
・関係機関調整

◇住民合意形成
・地元説明会

◇事業計画
・整備計画
・事業費
・事業期間

◇事業管理
・事業予算確保
・事業進捗管理

◇調達方式
・契約内容
・契約方式
・選定方法

◇施工手順
・ﾏｽﾀｰｽｹｼﾞｭｰﾙ
・事前調整

◇設計監理
・設計仕様の決定
・公共団体協議

◇契約事務
・工事契約図書
・施工業者選定

◇他事業(埋設)調整
◇施工監理等
・品質確認
・現場安全点検

◇完成検査等
・出来高確認
・支払い

◇維持管理

【発注者の業務内容】 プロジェクトの立ち上げ、事業コントロール

【設計・施工等の実施】 設計及び施工の実施 ○建設コンサルタント □建設会社 △その他

マネジメント方式を活用できないか

ＣＭ方式の導入領域

■ＵＲ都市機構がフルパッケージで事業受託
・『プレコンストラクションサービス・設計・施工』

■市町村事業の発注手続き支援
・『プロジェクトの管理』『プレコンストラクションサービス・（設計）・施工』『両者の併用』

◇基本計画、設計
◇住民合意形成

◇事業計画
◇事業管理

◇調達方針
◎施工手順

◇設計監理
◎専門業者選定

◎他事業調整
◇施工監理
◇完成検査

（公共団体）

〇基本計画、設計
〇地元合意形成支援

◎詳細設計（専門業者） ◎品質管理
◎工事施工（専門業者）

計画・調整・調達 設計・工事発注 施工 維持管理

◇基本計画、設計
◇住民合意形成

◇事業計画
●事業管理

◇調達方式
■施工手順

●設計監理
●工事変更図書作成
■専門業者選定

■他事業調整
●施工監理
◇完成検査

（公共団体）

〇基本計画、設計
●地元合意形成支援

〇詳細設計
■詳細設計支援

■工事施工

◇基本計画、設計
◇住民合意形成

◇事業計画
●事業管理

●調達方式
●施工手順

●設計監理
●工事契約図書作成

●他事業調整
●施工監理
◇完成検査

（公共団体）

〇基本計画、設計
〇地元合意形成支援

〇詳細設計 □工事施工

プロジェクト管理の１ＣＭＲ

プロジェクト管理、プレコンストラクションサービス・施工一体の２ＣＭＲ

プレコンストラクションサービス・設計・施工一体の１ＣＭＲ

導入事例 ２

導入事例 ３

導入事例 ４

◇基本計画、設計
◇住民合意形成

◇事業計画
●事業管理

◇調達方針
◎施工手順

●設計監理
◎専門業者選定

◎他事業調整
●施工監理
◇完成検査

（公共団体）

〇基本計画、設計
●地元合意形成支援

◎詳細設計（専門業者） ◎工事施工（専門業者）

プロジェクト管理、プレコンストラクションサービス・設計・施工一体の２ＣＭＲ

導入事例 １

【実施体制】 ◇発注者（市町村） ●ＣＭＲ（建設コンサルタント） ○建設コンサルタント ■ＣＭＲ（ゼネラルコントラクター）

【実施体制】 ◇発注者（市町村） ●ＣＭＲ（建設コンサルタント） ○建設コンサルタント □建設会社

【実施体制】 ◇発注者（市町村） ●ＣＭＲ（建設コンサルタント） ○建設コンサルタント ◎ＣＭＲ（建コン・ゼネコンＪV）

【実施体制】 ◇発注者（事業受託者＝ＵＲ都市機構） ○建設コンサルタント ◎ＣＭＲ（建コン・ゼネコンJV）

導入事例 １

導入事例 ２ 導入事例 ３ 導入事例 ４

計画・調整・調達 設計・工事発注 施工 便宜上の呼称等

ピ
ュ
ア
型

ＣＭ方式と区分され
るものである。

管理（監理）ＣＭ

ア
ッ
ト
リ
ス
ク
型

施工ＣＭ

設計・施工ＣＭ

ＣＭ方式の活用パターン

【ＣＭ方式の活用パターン】

事業
管理

施工
手順

完成
検査

施工
監理

設計
監理

契約
事務

住民
合意

事業
計画

基本
計画

基本
計画

住民
合意

事業
計画

事業
管理

建設調
達方式
の検討

施工
手順

地下埋
設物等
の調整

完成
検査

施工
監理

設計
監理

契約
事務

基本
計画

住民
合意

事業
計画

事業
管理

施工
手順

施工
監理

工事
施工

完成
検査

専門業者
の選定
及び契約

設計
支援

プレコンストラクションサービス・設計・施工一体型

プレコンストラクションサービス・施工一体型

プロジェクト管理型

【参考】発注者支援

■前出のＣＭ方式のパターン化
・ピュア型 ・・・「管理（監理）ＣＭ」と呼称
・アットリスク型 コンストラクションサービスと施工 ・・・「施工ＣＭ」

コンストラクションサービスと設計・施工 ・・・「設計・施工ＣＭ」

■活用パターンを考える際の論点
・建設調達環境を入念に分析する。 → 最も効果的でプロジェクトの実現に必要な体制を構築
・ＣＭＲの経験や能力等を活かす。 → 一つのプロジェクトに複数のＣＭ方式を導入

基本
計画

住民
合意

事業
計画

事業
管理

詳細
設計

設計
監理

施工
手順

施工
監理

工事
施工

完成
検査

細枠 発注者の業務 太枠 ＣＭＲの業務 太枠 ＣＭＲと契約した専門業者が行う業務

専門業者
の選定
及び契約

地下埋
設物等
の調整

地下埋
設物等
の調整

地下埋
設物等
の調整

建設調
達方式
の検討

建設調
達方式
の検討

建設調
達方式
の検討

第２章
設計・施工ＣＭの制度設計

建設調達環境の分析

■工期、コスト、品質面からアプローチ
・発注者ニーズ（要求水準）、調達開始時の課題等を明確にする。
・ネットワークされた複数のプロジェクトが同時進行する場合は、各プロジェクトに関する情報を入手する。

低 発注者のニーズ（要求水準） 高

大

調
達
開
始
時
の
課
題

小

・設計諸元が概ね確定しており、標準工期
で目標達成が可能である。

・工法選定等の幅が限定的であり、縮減の
余地にも乏しい。

・阻害する要因が少なく、通常の施工管理
で品質確保が担保できる。

・設計諸元の確定に時間を要するが、一方
で工程短縮が強く求められる。

・施工計画や工法選定等の幅が広く、広範
に縮減を追及する必要がある。

・阻害する要因が多く、施工管理を充実さ
せる必要がある。

・設計条件が概ね確定しているが、工程短
縮が強く求められる。

・工法選定等の幅が限定的であるが、新技
術等で縮減を図る必要がある。

・阻害する要素は少ないが、品質確保に万
全を期す必要がある。

・時間を要する設計諸元の確定を早めたい。
確定後は、標準工期で実施可能である。

・工法選定等の幅が広く、工法によってコ
ストが決定される。

・阻害する要因が多いが、通常の施工管理
で品質確保が担保できる。

コスト

工期

品質 【発注形態】ＣＭ方式、ＥＣＩ、ＣＭ/ＧＣ、設計・一括施工
【契約方式】一式請負、コストプラスフィー
【選定方法】公募型プロポーザル、総合評価（技術提案型）

【発注形態】プレコンストラクションサービス、設計・施工一括
【契約方式】一式請負
【選定方法】入札時ＶＥ、総合評価（技術提案型）

【発注形態】ＥＣＩ、ＣＭ/ＧＣ、設計・施工一括
【契約方式】一式請負、コストプラスフィー
【選定方法】総合評価（技術提案型）

【発注形態】施工、詳細条件付施工
【契約方式】一式請負
【選定方法】総合評価（施工確認型）

【建設調達環境分析】

コスト

工期

品質

コスト

工期

品質

コスト

工期

品質

注） 【参考】として、震災復興整備事業で導入していない ＥＣＩ、ＣＭ／ＧＣを本資料用に記載している。
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ＣＭＲに期待する業務内容の検討

■業務内容を検討する際のポイント
・発注者ニーズを実現するために、どのような手立てが考えられるのか。
・その上で、ＣＭＲに具体的に何を期待するのか。また、実現性や導入効果が十分に見込めるのか。
・より円滑に事業が進むために、発注者及びＣＭＲがどのように役割分担をするのか。

※ ＣＭＲにより大きな工期短縮やコスト縮減を期待するためには、
発注者が行う基本設計等の精度を向上させることが重要である。

発注者ニーズ どのような手立てが考えられるのか → ＣＭＲに期待する内容の具体化

●工程短縮を図りたい。 ① 施工に向けた各種調整への参画
② 迅速な詳細設計の実施
③ 工夫を取り入れた施工計画の早期立案
④ 大型重機等による施工能力の大幅なアップ
⑤ 労務、資材及び建設機械等の早期調達や調達能力の発揮
⑥ 関連する他企業とのリアルタイムな調整

●コスト縮減を図りたい。 ① 現場及び施工条件を踏まえた最適な詳細設計
② 設計ＶＥや施工時ＶＥの標準実施
③ プロジェクト全体を見通した施工計画立案や施工の効率化
④ 労務、資材及び建設機械等の調達
⑤ 情報化施工による間接経費の削減

●発注者の不十分な施工監理体制の中で、十分
な品質を確保したい。

① 発注者が求める品質への十分な理解
② 地盤状況等を踏まえた品質阻害要因の分析
③ 発注者と連携した品質確保体制の構築（ＣＭＲ品質担当技術者の配置）

●発注者の実施体制が脆弱である。 ① 計画見直し支援や関連機関協議への参画
② 許認可図書の作成及び申請支援
③ 設計実施者（専門業者）の選定
④ 工事施工者（専門業者）の選定
⑤ 関連する他企業とのリアルタイムな調整

【発注者ニーズとＣＭＲに期待する内容の具体化】

マネジメント業務と役割分担

■マネジメント業務の役割分担を決定する際のポイント
・発注者、ＣＭＲが相互に補完できること。
・発注者の権限とＣＭＲに委譲する権限が明確であること。

■発注者、ＣＭＲが密接に連携できる仕組み
・対等な技術パートナーとしての強い意識を共有する。
・マスタースケジュール等の実施段階における業務ツールの整備を図る。（後述）

●施工管理
●出来形確認、検査

発注者 ＣＭＲ

専門業者 専門業者 ・・・

● 詳細設計（専門業者）、設計照査
● 工事施工（専門業者）、施工監理

● プロジェクトマスタースケジュールの立案
● 工期短縮、コスト縮減の検討
● 専門業者選定、設計及び工事等の管理
● 他機関との工事調整
● 出来形確認及び品質管理
● 巡回点検を含む周辺常民等に対する安全管理

● プロジェクトの企画立案、関係機関調整
● 基本計画、基本設計の実施
● 工程、コスト等、プロジェクト管理
● 用地、補償等及び地元住民対応
● 整備水準等に係る関係機関協議、調整
● 巡回点検を含む周辺住民等に対する安全管理

【発注者及びＣＭＲの役割分担】

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
業
務

設
計

・
施
工
業
務

連携 密接な連携

プロジェクトの実施体制

■実施体制構築のポイント
・プロジェクトを実施するための全体実施体制をデザインする。

（発注者）プロジェクト全体のコントロール
（ＣＭＲ）経験や技術力を活かした、調査、測量、設計、施工の一体的実施

地盤情報を詳細に反映した設計、施工を意識した設計、設計成果に基づく迅速な施工開始等の
一連の流れを総合的に行える利点を十分に活かす。

（その他）得意な分野での、建設コンサルタントの活用
※ ＣＭＲ体制として、建設コンサルタント、ゼネラルコントラクターの共同企業体としているが、

今後はＥＣＩやＣＭ／ＧＣも念頭に入れることが必要と思われる。

【ＵＲ都市機構がフルパッケージで事業受託しているプロジェクトの全体実施体制】
工事施工体制計画等業務体制

（工事施工）（設計）（調査等）

ＣＭＲ（マネジメント実施者）

専
門
業
者
（施
工
）

専
門
業
者
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工
）
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業
者
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工
）
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）
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発注者 プロジェクト全体のコントロール

建設コンサルタント

ＣＭ契約業務委託契約等

ＣＭＲの実施体制

■ＣＭＲ実施体制構築のポイント
・実務経験を有する統括（総括）管理技術者を選任する。
・重要度の高い情報統括を含めて、効果的に各業務のグループリーダー（ＧＬ）を配置する。
・必要な場合には、マネジメント体制内に品質管理技術者、安全管理技術者を配置する。

【ＣＭＲ実施体制の例】 注） 基本形は同一であるが、構成は契約毎に異なっている。

情報統括・渉外ＧＬ

統括（総括）管理技術者

担当技術者 数名

計画調整・（オープンブック）ＧＬ

担当技術者 数名

設計監理ＧＬ

管理技術者 他数名

工事監理ＧＬ

監理技術者

担当技術者 数名

最新情報の管理、庶務、地元対応、広報

設計計画・管理、工事計画・管理、関連機関協議、工期短縮、ＶＥ提案
入札公告、専門業者契約・支出管理、進捗管理、（オープンブック）

調査・測量・設計の監理及び照査（有資格者）
地盤解析、設計ＶＥ提案

品質管理技術者

施工計画、工程管理、他企業との調整、施工時ＶＥ提案

品質確保方策、品質管理

現場点検、定期巡回、ＫＹ活動、再発防止策

統括安全衛生責任者 等

建設業法

労働安全衛生法
※ アットリスクＣＭの場合の参考表示である。

安全管理技術者

契約方式の検討

■一式請負契約の限界 → コストプラスフィー契約の採用
・これまで経験していない未知の世界への不安
・未確定要素が多い中でのスタート、一式請負契約では目標工程の達成が困難であることが明らか

■コストプラスフィー契約の骨格
・コスト：原価算入を認める項目の提示、実施段階での業務ツールの整備

・フィー：試行錯誤のうえ目安としてコストの10％を提示、技術提案、価格交渉を経て決定
※ (当初)全体で設定 → (改定)調査・測量・設計、施工の各々で設定、但し、目安10％維持

【一式請負契約の限界とコストプラスフィー契約の採用】

●地権者意向等を踏まえた段階整備にならざるを
得ない。また、次段階になるにつれて整備範囲
等が大きく変動する可能性が高く、早い段階で
の建設費用の確定が困難である。こうしたなか
で、常に精度の高い建設費用の算定と被災者の
ための目標工程の確実な達成を両立させる。

●地権者意向等を踏まえた段階整備にならざるを
得ない。また、次段階になるにつれて整備範囲
等が大きく変動する可能性が高く、早い段階で
の建設費用の確定が困難である。こうしたなか
で、常に精度の高い建設費用の算定と被災者の
ための目標工程の確実な達成を両立させる。

コストプラスフィー契約
(Cost plus Fee)

一式請負契約の限界
（Lump sum）

●発注者が速やかに全体の設計を行うことが可能
で、精度の高い建設費用の算定が不可能である。

●発注者が速やかに全体の設計を行うことが可能
で、精度の高い建設費用の算定が不可能である。

●段階的に設計を確定させ、分離発注を行った場
合に、目標工程が達成が困難である。

●段階的に設計を確定させ、分離発注を行った場
合に、目標工程が達成が困難である。

●分離発注を行った場合に、コスト面で全体を見
通した最適な仮設計画等の設計に限界がある。

●分離発注を行った場合に、コスト面で全体を見
通した最適な仮設計画等の設計に限界がある。

●順次熟度が増すネットワークプロジェクトを見
通すことで、より有効な設計を実現する。

●順次熟度が増すネットワークプロジェクトを見
通すことで、より有効な設計を実現する。

●労務や資材調達、作業員宿舎等の間接費につい
て、当初から精度の高い算定が不可能である。

●労務や資材調達、作業員宿舎等の間接費につい
て、当初から精度の高い算定が不可能である。

●労務や資材調達、間接費について、復興を取り
巻く社会情勢を踏まえた的確な対応を図る。

●労務や資材調達、間接費について、復興を取り
巻く社会情勢を踏まえた的確な対応を図る。

震災復興事業における実施

コストプラスフィー契約を導入する場合の検討

■コスト管理の視点 ・上限管理と原価低減（ＶＥ標準実施、インセンティブ基準価格、リスク管理費）

■オープンブック方式の導入 ・実施方法、実施体制、原価開示、第三者監査等

コスト
（原価）

フィー

【原価算入】
●公募段階から、コスト（原価）算入できる項
目や内容を明確に提示する。

【実施体制】
●発注者における原価算入確認やＣＭＲにおけ
る支出管理等を行うための原価管理体制を明
確に構築する。

【原価開示】
●オープンブック方式（専用口座の開設、出入
金明細等）の導入を図り、透明性を確保する。

【第三者監査】
●出入金確認等で、発注者を補完する必要があ
る場合には、第三者機関の監査を組み込む。

●企業の継続的な運営に必要な経費で、企業経
営等を踏まえて、適切なフィー率（原価に対
する割合）の設定を行う。

【原価算入】
●公共工事土木積算要領の直接工事費及び共通仮設費、
現場管理費を構成する積み上げ及び率計算項目。

●公共工事設計積算要領の直接人件費、現場直接経費
及びその他原価項目。

●プロジェクト宣伝費や地域協賛金。
●安全や品質確保に必要な支店社員の定期巡回費用。
【実施体制】
●オープンブック実施体制の構築。確認書の締結。
●原価管理ルールブックの策定。

【原価開示】
●オープンブック方式の導入、専用口座の開設、出入
金明細の開示。

【第三者監査】
●ＣＭＲ自ら第三者機関監査の受検。

ＧＭＰ

●建設コンサルタント、建設会社各々の過去３ヵ年の
決算等をベースの技術提案。

●原価全体に対するフィー率の目安として10％提示。
価格交渉を経て決定。

●最大保証価格（ＧＭＰ）を設定するなど、上
限拘束機能を具備する。

●ＧＭＰを下回ってプロジェクトが完了した場
合（インセンティブ）や上回った場合（増額
費用の折半）の取り決めを行う。

●コスト（原価）の総額をインセンテイブ基準価格と
して上限管理及びコスト縮減を測定。

●インセンティブ基準価格に、リスクの発現に対応さ
せたリスク管理費を加えて、上限拘束機能を具備。

一般的と考えられるコストプラスフィー契約
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専門業者選定と地元企業活用

「専門業者の選定に関する確認書」の締結を基本協定書に規定

「専門業者の選定に関する確認書」の締結

■ 内部統制整備に関する基本方針

■ 専門業者選定等に関する合意

・ 地元企業を含む専門業者選定の考え方

・ 公平性や競争性等、採用する選定方式

・ 発注者における承諾及び確認行為の明確化

【専門業者選定に関する確認書】

● 一般公募による競争入札

● 専門性を踏まえた簡易総合評価

● 専門性や技術提案を踏まえた総合評価

【専門業者選定方式】

● 地域に精通した専門業者としての参画

● 地域の建設業協議会との連携

● 地域商工会・観光協会等との連携

● 労務・資材・備品等の現地調達

【地元企業活用】

■専門業者選定のポイント
・契約しようとする調査、設計及び工事等の専門性を踏まえた選定
・地元経済の発展を意図する場合には、地元企業の活用を検討
・ＣＭＲと専門業者の関係性の明確化
（コストプラスフィー契約の場合、透明性確保からＣＭＲが専門業者の一員となることは認めていない。）

■発注者の関与
・地元企業を含む専門業者選定の考え方や選定プロセスの確認
・発注者、ＣＭＲ間で必要な内容を網羅した確認書の交換

※ 震災復興整備事業では、専門性及び透明性の確保、
選定に要する時間を考えて、３者以上の簡易総合
評価を原則としている。

選定方式の検討

■選定方式検討のポイント
・発注者がＣＭＲに求めるマネジメント能力、プロジェクトの実現に必要な施工能力等の確認
・高度な施工能力、高いマネジメント能力が必要 → 公募型プロポーザル・施工方法確認型価格交渉
・多くの企業に対する参加機会の提供
・選定方法の透明性や公平性（評価方法の提示、具体的評価基準の作成、詳細な選定過程の事後公表）

高度な施工能力が求められる。

高
い
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総合評価（施工確認型）

総合評価（技術提案型）

公募型プロポーザル

入札時ＶＥ

施工方法確認型価格交渉

コストプラスフィー契約

一式請負契約

公募型プロポーザル方式による
優先交渉権者、次位以降を決定

工法や間接費の確認、価格交渉

発注者における契約上限額設定

見積合せの実施

契約相手方の決定

【選定方法の検討図】

公募型プロポーザル及び
施工方法確認型価格交渉の流れ

リスク確認、費用及び分担協議

契約の締結、リスク管理費の設定

契約体系

■アットリスク型ＣＭの場合、そのものズバリの標準約款が存在しない。
・新たな契約書を作成しようとしても長期間が必要

→ 最も上位契約としての基本協定書の整備
→ 必要な修正を加えたうえで、既存の標準約款の活用（設計等業務契約書、工事請負契約書等）
→ 具体的な実施に関しての確認書の整備

・ＵＲ都市機構内部で契約部局を含めた契約体系の検討

■アットリスク型ＣＭの標準約款が整備されると、同方式の活用に追い風となる。

インセンティブ基準価格等の設定に関する確認書

リスク分担表
リスク管理費

基本協定書 設計等業務契約書

工事請負契約書

オープンブックの実施に関する確認書

専門業者の選定に関する確認書

震災復興整備事業における契約体系

インセンティブ基準価格等の設定に関する確認書

オープンブックの実施に関する確認書

専門業者の選定に関する確認書

（仮称）公共土木工事
マネジメント方式標準契約約款

【参考】標準契約約款の整備 第３章
管理（監理）ＣＭの制度設計

建設調達環境分析

■分析のポイント
・アサイン計画を立案する観点からプロジェクトの実現に必要な業務を時系列で整理する。
・技術的難易度を踏まえたうえで、発注者ニーズ・体制、課題、実現性等を詳細に分析する。

低 技術的難易度 高

【発注者ニーズ・体制、課題、実現性等の分析】

計画・調整・調達 設計・工事発注 施工 維持管理

ピ
ュ
ア
型

基本
計画

住民
合意

事業
計画

事業
管理

調達
方式

施工
手順

埋設
調整

完成
検査

施工
監理

設計
監理

契約
事務

【プロジェクト実現に必要な業務の時系列整理】

維持
管理

修繕
計画

修繕計画

維持管理

施工監理・完成検査

埋設調整

契約事務

設計監理

調達方式・施工手順

事業計画・事業管理

基本計画・住民合意

●発注者として工事発注や
施工監理体制が組めるか。

●維持管理の必要な施設規
模や施設数量がどうか。

●監理が必要な設計業務等
の一時的集中等はないか。 ●工程短縮、コスト縮減等

発注者ニーズが何なのか。
その目標達成が可能か。

●工程、コスト縮減等の目
標を実現するために様々
な工夫が必要となるか。

【プロジェクトの流れとＣＭ導入を検討する領域】

ＣＭＲに期待する業務内容の検討

■建設調達環境分析を踏まえた、業務内容検討のポイント
・管理（監理）ＣＭＲに期待する業務内容をプロジェクトの流れと関連づけて整理する。
・一般的な発注者業務を補完する「定型業務」 → 類型化と具体的内容を明確にする。
・発注者ニーズを高度に補完する「提案業務」 → 期待する具体的内容と提案時の取扱いを明確にする。

【管理（監理）ＣＭＲの業務内容の整理】

計画・調整・調達 設計・工事発注 施工 維持管理

ピ
ュ
ア
型

基本
計画

住民
合意

事業
計画

事業
管理

調達
方式

施工
手順

埋設
調整

完成
検査

施工
監理

設計
監理

契約
事務

維持
管理

修繕
計画

〇事業調整支援
・複雑な事業間調整
・多様な関係者協議
・煩雑な予算管理
・広報戦略 等

〇事業管理支援
・複雑な工程管理
・VE審査、コスト管理
・課題に対する対応
・リスク分析 等

〇発注業務支援
・発注枠組みの検討、発注支援
・設計条件確認、成果の確認
・施工監理、品質管理
・現場保全、安全対策 等

【プロジェクトの流れ】

（Ａ）定型業務

（Ｂ）提案業務

〇発注者のニーズをより高度に実現するための検討・提案業務

〇業務成果をより向上させるための検討・提案業務

〇その他、業務の実施過程で発生が予見される業務 等

【プロジェクトの流れと関連づけたＣＭＲに期待する業務内容の整理例】
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業務内容の詳細検討

■ＣＭＲの詳細な業務内容の特記仕様書等への明記
■併せて発注者・ＣＭＲの権限行為の明確化

業務内容 発注者の権限
ＣＭＲの権限

確認・照査 交渉・調整 資料分析・評価 判断・意思決定

１．事業調整支援

(1) 事業推進のための個別プロジェクトの換地等と工事施工に係る調整 業務方針の決定 ○ ○

(2) 対象プロジェクト及び関連する事業間の調整 業務方針の決定 ○ ○
(3) 関係機関との協議、調整 協議方針の決定 ○ ○
(4) 全体調整会議資料の作成、会議の運営補助 会議の招集、運営 ○ ○
(5) 予算管理補助 予算確保、監理 ○ ○

(6) 広報 業務方針の決定 ○

２．事業管理支援

(1) 全体工程把握、事業進捗管理、工事促進指示 工事促進指示 ○ ○ ○ ○
(2) 事業展開管理、課題及び対応策の立案 対応策の決定 ○ ○
(3) 発注者側リスクの評価・分析、対応策の立案 対応策の決定 ○ ○

(4) 地権者合意形成に係る資料作成、地権者説明同行及び補助 地権者調整 ○ ○
(5) 許認可取得等に向けた県等との事前協議 協議方針の決定 ○ ○ ○

３．発注業務支援

(1) 設計・工事等の
発注支援

①設計業務等に関する発注支援 入札、契約方式の決定 ○
②工事施工に関する発注枠組みの検討支援及び発注支援 入札、契約方式の決定 ○

(2) 設計監理補助

①契約図書の内容照査、業務計画書の確認 業務計画書の受理 ○ ○ ○
②設計計画の確認 設計計画の作成、決定 ○ ○ ○
③設計条件の確認 設計条件の決定 ○ ○
④設計ＶＥ提案の評価 設計ＶＥ提案の承諾 ○ ○ ○

⑤設計修正方針等の発注者への助言 修正方針の決定 ○ ○
⑥設計変更事項の検討、設計変更協議に関する発注者支援 設計変更事項の決定 ○ ○
⑦土木設計等の成果の確認 成果の承諾 ○ ○ ○
⑧換地設計、権利調査等の成果の確認 成果の承諾 ○ ○ ○

(3) 施工監理補助

①契約図書の内容確認、施工計画書の照査 施工計画の受理 ○ ○ ○
②工事請負契約書及び設計図書に基づく指示、承諾、協議等の資料分析、確認 指示、承諾 ○ ○
③条件変更に関する確認、調査、検討、通知 条件変更の通知 ○
④基本協定に規定する発注者が行う内容に関する支援 業務方針の決定 ○ ○

⑤関連法令等に基づく施工体制の確認 施工体制の受理 ○ ○
⑥施工時ＶＥ、工期短縮提案の分析、評価 施工時ＶＥ等の承諾 ○ ○ ○
⑦工事施工に係る立会い、段階検査 段階検査の実施 ○ ○ ○
⑧出来高確認、工事完成検査の立会い 工事完成検査の実施 ○ ○ ○

⑨工事成績の評定資料の作成 工事成績の評定 ○ ○

(4) オープンブック
審査支援

①受注者から提出される書面に関する様式等の整備 様式等の承諾 ○
②受注者から提出される業務原価算出根拠や証拠書類のチェック 原価算入等の判断 ○ ○
③契約及び支払いに関する進捗管理 適切な履行の確認 ○ ○

④事業費の管理のための基礎資料の作成 資料様式の承諾 ○ ○
⑤業務原価の増額等が懸念される場合の事業費低減方策等の検討 事業費低減等の指示 ○ ○

４．提案業務
(1) 工期短縮の実現に向けた検討 必要性の判断 －
(2) コスト縮減の実現に向けた検討 必要性の判断 －

(3) 品質確保方策の検討 必要性の判断 －

【業務内容の詳細と発注者及びＣＭＲの権限の例】 注） 契約によって異なっている。

プロジェクトの実施体制の工夫

■実施体制検討のポイント
・実施体制全体を俯瞰する。 → 必要な業務全体をカバー、各々の業務の実施者の明確化
・円滑に推進させるための工夫を行う。 → 施工ＣＭＲにおける設計実施者へのアドバイス等

【プロジェクトの実施体制と工夫例】 注） 契約によって異なっている。

管理（監理）ＣＭＲ （発注者権限業務の支援・補完）

発注者

■ 事業調整支援

■ 事業全体の調整 ■ 住民合意形成 ■ 用地買収 ■ 決裁権限の保有

■ 事業管理支援 ■ 発注業務支援

施工ＣＭＲ
（プレコンストラクションサービス及び施工）

専
門
業
者

専
門
業
者

専
門
業
者

専
門
業
者

専
門
業
者

契約締結

契約締結

契約締結

設計監理等 施工監理

連携

設
計
ア
ド
バ
イ
ス

設
計
会
社

設
計
会
社

設
計
会
社

測
量
会
社

調
査
会
社

ＣＭＲの実施体制

■実施体制構築のポイント
・主任管理技術者の配置、業務区分毎にグループリーダーを配置する。
・ＣＭＲ体制構築の考え方、配置要員数、必要な資格要件等の提示する。

【ＣＭＲ実施体制の例】 注） 基本形は同一であるが、構成は契約によって異なっている。

事業調整支援グループリーダー

主任管理技術者

担当技術者

事業管理支援グループリーダー

担当技術者

発注業務支援グループリーダー

担当技術者（発注支援）

担当技術者（設計監理）

担当技術者（施工監理）

事業間調整、関係者協議、予算管理、広報戦略

工程管理、VE審査、コスト管理、リスク分析

設計及び工事発注枠組みの検討、発注支援

設計条件の確認、設計成果の確認等の設計監理

出来形等の施工監理、品質管理、現場保全、安全対策

マネジメント業務全体の指揮命令

契約方式及び選定方式の検討

■契約方式の検討・決定
・震災復興整備事業 → 業務委託契約
・業務量が想定できないケースや成功報酬支払いのケース等 → コストプラスフィー契約もあり得る。

■選定方式の検討・決定
・公募型プロポーザル方式
・マネジメント体制、直接経費、その他経費及び一般管理費等の確認が重要 → 体制等の確認を併用

【体制等確認併用公募型プロポーザル】

定型業務 提案業務

・事業調整支援
・事業管理支援
・発注業務支援

・工程短縮の実現に向けた検討
・コスト縮減の実現に向けた検討
・品質確保方策の検討

業務費用が確定できる

・設計業務等標準積算基準書
・見積書

【参考】業務費用が確定し得ない

・業務量が想定できないケース
・成功報酬支払いのケース

業務委託契約 【参考】コストプラスフィー契約

【参考】公募型プロポーザル方式体制等確認併用公募型プロポーザル

【契約方式及び選定方式の決定の流れ】 注） 黒枠は、【参考】掲載である。

ＳＴＥＰ １

ＳＴＥＰ ２

ＳＴＥＰ ３

業務内容の検討・決定

契約方式の検討・決定

選定方式の検討・決定

提案審査・優先交渉権者等の決定

マネジメント体制及び経費等の確認

発注者における契約上限額設定

見積合せの実施

契約相手方の決定

公募型プロポーザルの開始

見積書の徴収（必要な場合）

第４章
実施段階における主な業務ツール

マスタースケジュール

■クリティカルパスやマイルストーンを明示したマスタースケジュール（業務手順）の作成、共有
■マスタースケジュールに基づき、発注者、ＣＭＲが役割を確実に履行

【マスタースケジュールのイメージ】

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

換地補償

造　　成

主要幹線
道　　路
（橋梁部除く）

宅地整備
区画道路

汚水排水

雨水排水

協議調整

本体工事

決定されている部分供用や全線供用等の時期

平成●年度平成●年度 平成●年度 平成●年度
工事等

橋
梁

下
 

水
 

道関
連
事
業

（
Ｃ
Ｍ
・
設
計
・
施
工
一
括

）

土
地
区
画
整
理
事
業

事業

目標達成に向けて重要な流れの着手時期クリティカルパス凡 例

上部工橋台・橋脚工準備工

詳細設計・架設計画 契約手続

河川協議

Ａ工区

Ａ・Ｂ工区盛土

工場移転先建築 撤去

Ｃ・Ｄ工区盛土

構造物撤去

詳細設計

Ｄ工区

仮設沈砂池

現道切回し

仮設沈砂池 沈砂池撤去

詳細設計

ポンプ場建設

詳細設計

準備工

契約手続

街築・舗装

Ｂ工区 Ｃ工区

流末幹線整備

起工承諾

起工承諾

工場移転調整

詳細設計 詳細設計 詳細設計 詳細設計

Ａ工区 Ｂ工区 Ｃ工区 Ｄ工区

詳細設計 契約手続

仮換地指定 換地処分

供
用

供
用

供
用

供
用

供
用

街築・舗装 切回し解除 切回し撤去

施設建築・開業

供
用

全
線

ファストトラック方式
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コスト及びリスク管理

■コスト及びリスク管理、コスト縮減のポイント
・具体的で実現性の高い実施方法を確立する。
・実施方法の確立に当たっては、プロジェクトを取り巻く環境を踏まえることが重要である。

■震災復興整備事業における着眼点

【着眼点１】 発注者及びＣＭＲにおける情報の共有と役割分担の明確化

【着眼点２】 コスト縮減に向けた取り組みの活性化やコスト縮減成果の見える化

■ コスト縮減の取り組みに対応した管理指標の設定、管理シートの統一化

■ プロジェクトの進捗、リスクの発現及びコスト縮減の取り組み等の状況を確認する定例会議の設置・開催

■ コスト縮減に対するインセンティブの支払い、インセンティブ認定基準の明確化

■ 発注者・ＣＭＲによるリスクの洗い出し、可能な場合にはリスク項目に係るリスク管理費の設定

■ マスタースケジュールの実現やリスクの発現を防止するための発注者・ＣＭＲの役割分担の明確化

【着眼点３】 支援ツールの整備

■ 発注者及びＣＭＲが連携してプロジェクト全体の事業費やリスク管理費の管理

■ コスト管理やコスト縮減に向けたマニュアル等の整備

■ 目標時期やマイルストーンを明確にしたマスタースケジュール等のコントロール情報の共有

コストプラスフィーとオープンブック

■コストプラスフィー契約、オープンブック方式の実施ツール
・実施内容の明確化、事務処理の効率化 → 基本協定書、確認書 基本レベル
・実施段階の課題に対する対応 → 原価管理ルールブック 運用レベル

（発注者、ＣＭＲ間の意見の相違、判断に迷うケース等）
・原価算入の判断確認、原価低減に向けた取り組みの推進等 → 月１回の定期会議開催を義務化

【コストプラスフィー契約及びオープンブックの実施のためのツール】

基本協定書等の契約図書に明示されている原価項目である。

他契約での事例等から、原価として適切である。

一件審査で、原価として適切である。

原価算入する 原価算入しない

YES

YES

YES

NO

NO

NO

（基準レベル） （運用レベル）

基本協定書（原価算入関連条項）

オープンブックの実施に関する確認書

原価管理ルールブックの制定

二重審査の義務づけ

【運用が必要な原価算入の可否判断の流れ】
・原価に算入できる内容の明示

運
用
面
の
充
実

・オープンブックの実施に関する確認書の締結

・開示情報の内容

・原価算入できる配置技術者の人件費等の詳細

・発注者、ＣＭＲ双方のオープンブック実施体制

・専用口座の開設等、オープンブック実施方法

・情報開示の区分

コストプラスフィー契約及びオープンブックを円滑に進めるための月１回の定例会議の開催

品質管理

■品質管理体制 発注者と受注者の連携
・発注者：現地監督員に加えて、品質確保に向けた課題等に組織的に対応するための発注担当部局の参加
・受注者：マネジメント体制内に専任のＣＭＲ品質管理技術者を配置、本支店等社員の参加等

■品質管理ツール 品質管理計画書
・出来形管理、品質確保方策
・双方が連携して品質確保に対する不断の取り組み
・品質阻害要因等の課題に対して迅速な方針決定や対応

専門業者

数次下請負人

専門業者

数次下請負人

・・・・・・ 専門業者

数次下請負人

● 専門業者に対する段階検査
● 出来形管理基準に基づく計測等
● 現場条件を踏まえた施工に関する技術上の管理
●品質確保に向けた技術上の指導監督 等

ＣＭＲ品質管理技術者

● 品質に関する基準に加えて、管理方法及び管理体制を網羅した品質管理方策検討、品質管理計画書の作成
● 品質管理計画書に基づく品質管理の実施、発注者への定期報告
● 品質確保に向けた課題の抽出、対応方針の検討

品質
確保

● 品質管理方策の検討、品質管理計画書の審査・承諾
● 受注者から提出された品質管理結果の確認、重点事項に係る現地確認、必要な是正等の指示
● 品質確保に向けた対応方針の決定・ＣＭＲへの指導

発注者

受注者
（ＣＭＲ）

監理技術者

総括監督員発注担当部局 主任監督員 監督員 監督補助員

本支店等（品質管理）

主任技術者 担当技術者 担当技術者
受注者

（元請負人）

本支店等（品質管理）

安全管理

元方安全衛生管理者

● 作業間連絡・調整
● 現場の巡視
● 労働者の安全・衛生教育の指導援助

● 周辺住民の安全確保に向けた現場点検
● 現場点検に基づく安全管理計画の策定・定期巡回
● 危険箇所に対する対策、危険要因の除去
● 日常的なＫＹ（危険予知）活動の実施
● 事故発生に対する再発防止対策発注者

受注者
（ＣＭＲ）

指導
援助

ＣＭＲ安全管理技術者

ＰＤＣＡサイクル

専門業者（関係請負人）

数次下請負人

専門業者（関係請負人）

数次下請負人

・・・・・・ 専門業者（関係請負人）

数次下請負人

総括監督員発注担当部局 主任監督員 監督員 監督補助員

支店等（安全管理）

支店等（安全管理）

統括安全衛生責任者
受注者
（元請負人）

■安全管理体制 発注者と受注者の連携
・発注者：現地監督員に加えて、危険箇所の抽出・除却等に組織的に対応するための発注担当部局の参加
・受注者：マネジメント体制内に専任のＣＭＲ安全管理技術者を配置、本支店等社員の参加等

■安全管理ツール 安全管理計画書
・周辺住民や建設労働者の安全確保方策
・双方が連携して安全確保に対する不断の取り組み
・ＰＤＣＡサイクルの実行、定期的な充実・更新

事務処理の効率化

■ＣＭ方式やコストプラスフィー契約の導入
・事務量が膨大 → 業務の効率化 （コントロール情報の共有、定例会議の開催）

→ 事務処理の軽減 （現地事務所における判断、原価管理ルールブック、ＡＳＰ等）

【業務の効率化方策】

（情報共有と定例会議） （事務処理の軽減）

第５章
ＣＭ方式の活用が効果的なケース
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ＣＭ方式の活用が効果的なケース

■ＣＭ方式を活用したい。
・広範な視点から検討を重ねて、プロジェクトが実現できる制度設計を行うことが重要
・本書で紹介した内容について、必要に応じて制度改善等を図り適用することも重要
・発注者の立場に立って、業務を補完・代行できる人材確保
・より円滑に業務を補完・代行するために、実施段階の業務ツールを充実

■ＣＭ方式の活用が効果的と考えられるプロジェクトは、以下のとおりである。

２ 実現に向けて発注者の技術力や体制が不足しているプロジェクト

３ 早い段階から、民間の優れた専門技術力やマネジメント力の活用が必要なプロジェクト

５ 民間の優れた設計・施工能力を活用して、大幅な工期短縮が期待できるプロジェクト

７ 専門業者の専門性を活かして、コスト縮減を追及する必要があるプロジェクト

８ 現構造物の健全部分を活かすなど、低コストかつ迅速な修繕が伴うプロジェクト

６ 整備範囲が確定し得ないなかで、工程の最短化を図る必要があるプロジェクト

９ 事業実施に際して、特にコストに係る透明性を確保することが必要なプロジェクト

１ 関連する多くの事業が錯綜する広範囲のプロジェクトや解決すべき課題の多いプロジェクト

４ 特殊な技術を必要とするプロジェクト


